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土地（貸家建付地） 

所有者：個人A 

建物（貸家） 

所有者：個人A 

スキーム入口 
 建物のみ法人に売却 

 建物移転の判断基準は？（第1章） 

 建物の譲渡時価どうする？（第2章） 

 令和2年度消費税法改正の影響は？（第5章） 

 土地賃貸借契約を締結 

 無償返還方式の留意点は？（第3章） 

 地代設定はどうする？（第4章） 

土地（貸宅地） 

所有者：個人A 

建物（貸家） 

所有者：法人B 

借地権 

所有者：法人B 

地代 

（第4章） スキーム出口 
 土地（貸宅地）を法人借地人に
売却する際の貸宅地の譲渡時価
どうする？（第2章） 

相続時 
 小規模宅地等の特例 

 平成30年度措置法改正の影響は？（第5章） 



第1章 法人に移転する・しない不動産の判断 
（節税効果の高さ） 



1-1 法人への建物移転の判断基準 
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判断基準 判断の方向性 

収益性 

単年度の節税効果検証だけでなく,中
長期的なCF予測を実施 

→賃貸借契約等の内容チェック 

→現地調査＋役所調査 

法人に移転後少なくとも5年～10年程度将来にわ
たり安定的に収益を生み出すと予測される建物
を移転すべき 

建物鑑定評価だけでなく,建物の収益
性や投資リスク等について不動産鑑
定士から意見をもらう（鑑定法3②） 

 

 

収益価格が低い（利回りが高い）建物は,資金調
達しやすい反面,投資リスクも高いので要注意 

実行性 

法人が取得資金を準備できるか 既存法人：手持資金＋借入金で購入可能か 

新設法人：資本金＋借入金で購入可能か 

建物にひも付きの借入金残高の有無 

抵当権・根抵当権の登記の有無 

ひも付きの借入金残高や抵当権登記のない建物
の方が金融機関が絡まず法人へ移転しやすい 

個人所有の中古収益物件の建物を法人に移転する際の判断基準 

収益価格＝ 
純収益 

還元利回り 



1-2 賃貸借契約等の内容チェック 
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チェック項目 チェック項目の具体例 CF予測 

賃借人に関する情報 
 属性（個人,法人,業種,規模等） 

 賃料滞納の有無 
 賃料減額交渉の有無  直接的には収入予

測に反映 
 間接的には支出予
測に反映 

 CF予測に反映でき
ない定性的なリス
クも把握（レポー
ト化） 

 

賃貸借契約の内容 

 賃貸形式（普通借,定借,一棟貸し,スケルトン貸し等） 
 賃貸目的（居住用,事業用等） 
 市場賃料水準と比較した賃料水準 
 敷金・礼金・更新料の有無とその金額 
 フリーレントの有無と期間 
 賃料改定特約の内容 

稼働率（空室率）の推移  現時点＋過去からの空室率の推移も確認 

駐車場収入等の内容  駐車場収入,広告施設収入,自販機設置収入,太陽光売電収入の有無 

躯体・設備・内装等の資産区分 
修繕費用等の負担区分 

 賃借人と賃貸人の資産区分を確認 
 賃貸人と賃貸人の修繕費用の負担区分を確認 

 直接的には支出予
測に反映 

 間接的には収益予
測に反映 

 CF予測に反映でき
ない定性的なリス
クも把握（レポー
ト化） 

建物の維持管理状況 
 管理会社への委託内容と管理費 
 管理会社の質・管理レベル 
 損害保険契約の内容と保険料 

建物の修繕・資本的支出の状況 

 将来の修繕・資本的支出の計画の有無とその内容 
 過去の修繕・資本的支出の履歴の有無とその内容 
 管理会社からの修繕提案の有無 

建物賃貸借契約書,レントロール,管理委託契約書,会計データ,固定資産台帳等を用いて以下項目をチェック 



1-3 現地調査＋役所調査 
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現地調査のポイント 

チェック項目 チェック項目の具体例 CF予測 

立会人  建物所有者と管理会社担当者に立会いを依頼 

 CF予測に反映できる
部分は反映 

 CFに反映できない定
性的なリスク情報も
把握（レポート化） 

建物の外部観察 
 外壁のひび割れ等、緊急修繕の必要な箇所の有無 
 アスベスト吹付材の有無 

建物の内部観察 
 各種設備の水準と維持管理の状況 
 リホーム・リノベーション等の実施状況 

立地条件,周辺環境 
 駅距離,駅性格,周辺施設,周辺建物用途,嫌悪施設,騒音・悪臭,自然災害の発生
可能性（河川,急傾斜地等）等 

役所調査のポイント 

チェック項目 チェック項目の具体例 CF予測 

違法建築リスク 
 建築計画概要書（建物概要を把握） 
 建築台帳記載事項証明書（確認済証，検査済証の有無） 

 CFに反映できない定
性的なリスク情報も
把握（レポート化） 

 

地震リスク  昭和56年5月31日までの建築確認（旧耐震基準）か否か 

土砂災害リスク 
 土砂災害警戒区域（イエローゾーン）,土砂災害特別警戒区域（レッドゾー
ン）等の範囲内か否か（ハザードマップ活用） 

浸水リスク 
 浸水想定区域の範囲内か確認（ハザードマップ活用） 
 過去の浸水履歴の確認（所有者,管理会社） 

土壌汚染リスク 
 土壌汚染対策法の要措置区域,形質変更時要届出区域か否か 
 指定解除要措置区域,指定解除形質変更時要届出区域か否か 



参考：国土交通省HP「賃貸住宅経営のセルフチェックシート」   

      https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000016.html 
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◯

◯

１.基本情報

2

左記入居期間経過の都度

新築時 空室変動率

２.借入条件

３.計画修繕（戸あたり） （「標準」：周期（長）、費用（標準）／「簡易」：周期（短）、費用（廉価））

(注)これらは随時対応が必要な費用のため、計画的に修繕する費用をまとめた本表には含まないが、「キャッシュフロー表」では「修繕費(小修繕(故障対応))」として平準化して計上）

４.想定建物売却価格（IRR算出用）

（参考）中古マンショ ンの売却価格指数は、新築価格を100とした場合、築10年で82.2、築30年で40.3（「築年数からみた首都圏の不動産流通市場(2016年)」（東日本レイ ンズ）参照）


建

物
本

体

共

用
設

備

室

内
設
備

合　　　計（建物全体） 48万円 586万円 48万円 87万円 566万円 87万円 48万円

10年目 50,000,000円 （増減率） ▲ 16.7% 30年目 24,000,000円 （増減率） ▲ 60.0%

給湯・風呂釜（修理）
エアコン（修理）

台所設備、浴室設備
洗面化粧台、トイレ

故障の都度 (注)

小　　　計（戸あたり） 59,400円 732,550円 59,400円 108,900円 708,050円 108,900円 59,400円

エアコン(交換) 10年 0円 110,000円 0円 0円 110,000円 0円 0円

給湯・風呂釜(交換) 10年 0円 110,000円 0円 0円 110,000円 0円 0円

外構(フェンス、駐輪場等) 10年 0円 143,000円 0円 0円 143,000円 0円 0円

給排水管 5年 5,500円 5,500円 5,500円 5,500円 5,500円 5,500円 5,500円

電気設備(EV等) 15年 0円 50,000円 0円 0円 75,000円 0円 0円

階段廊下 5年 20,900円 49,500円 20,900円 49,500円 20,900円 49,500円 20,900円

ベランダ 5年 33,000円 53,900円 33,000円 53,900円 33,000円 53,900円 33,000円

雨樋 10～15年 0円 7,150円 0円 0円 7,150円 0円 0円

外壁 10～15年 0円 115,500円 0円 0円 115,500円 0円 0円

35年目 40年目

屋根・屋上 10～15年 0円 88,000円 0円 0円 88,000円 0円 0円

【修繕水準】 標準

修繕周期（目安） 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

建 物 建 設 費 ( 税 込 ) 60,000,000円 （坪単価） 496千円 土 地 評 価 額 40,000,000円 （坪単価） 661千円

借 入 額 40,000,000円 （自己資金比率） 33.3% 金 利 ・ 返 済 期 間 金利 3.0% 返済期間 20年

平 均 入 居 期 間 4年 （入替率） 0.25 賃 料 の 変 動 率 -4.0%

平 均 稼 働 率 （ 空 室 日 数 ） 98% -0.5% 建 物 管 理 費 賃料月額の 5%

敷 地 面 積 200.00㎡ (60.50坪) 延 床 面 積 400.00㎡ (121.00坪)

総 戸 数 8戸 （1戸あたり） 45.00㎡ 賃 料 75,000円 （坪単価） 5,510円

屋 根 の 形 状 、外 壁の 材質 屋根 傾斜屋根 外壁 塗装 階 建 、 EV の 有 無 階建 （EVの有無） ‐

賃貸住宅経営のセルフチェックシート（入力例）

保有する賃貸アパートや賃貸マンションを、より長期的かつ良好な状態で維持・管理するために、建物や設備を定期的
に修繕することが大切です。このため、運用期間を通じた収入と支出の見通しを試算・把握し、将来的に必要となる修繕
費用の確保に努めましょう。

〈注意事項〉

このシートの黄色のセルに、それぞれの物件に係る情報を入力して下さい。

このセルフチェックシートは、あくまでも想定であり、実際の金額とは異なります。また、全ての初期費用や必要経費等を網羅したものではなく、

その内容の正確性を保証するものではありません。このため、このチェックシートに基づき行った賃貸経営で損失が生じた場合でも、一切の責
任を負いません。

物 件 名 ○○アパート 構 造 木造 （法定耐用年数） 22年

入力データ

クリア

■試算結果

■キャッシュフロー表 （単位:万円）

家賃収入

銀行借入

自己資金

収入計

建物建設費（初期投資）

建物管理費（募集・管理委託等）

保険料

原状回復費

修繕費(小修繕(故障対応))

修繕費(計画修繕)

借入金返済

固定資産税・都市計画税

所得税等

支出計

手元資金残金（年）

手元資金残金（累計）

収益（収入）

建物管理費（募集・管理委託等）

原状回復費

修繕費

保険料

固定資産税・都市計画税

営業費用計

償却前利益

減価償却費（定額法）

支払利息

営業外費用計

税引前利益（償却後利益）

所得税

当期利益

当期利益累計

総収入ー総支出（運用期間通算）

賃料収入水準（新築時の満室時賃料を100）

14,971万円 21年目

収

入

収

支

営

業

費

用

営

業
外

収

支

計

算
支

出

P

/

L

（
損

益

計

算

）

209

95 544 1,071 1,122 1,711 2,824 3,857 5,167 6,391

95 105 78

9.77% 7.19% 2.66% 0.12% 0.18% 23,444万円

利回り(40年通算) IRR（内部収益率） 収支（40年通算）
表面利回り NOI 実質利回り 10年目 30年目 総家賃収入 総支出 損益分岐点

8,473

98.1 95.0 90.7 86.5 82.8 75.6 72.1 68.9 63.1

-12,637 -11,952 -9,207 -6,005 -3,524 -673 1,952 3,948 6,279

-408 102 240 -144 210

312

47 52 39 0 50 118 0 103 103

142 156 117 -408 152 358 -144 313

0

396 377 350 319 284 0 0 0 0

120 101 74 43 8 0 0 0

312

276 276 276 276 276 0 0 0 0

538 533 467 -89 436 358 -144 313

34

168 151 186 712 160 186 663 183 142

95 80 68 57 45 34 34 34

55

15 15 15 15 15 15 15 15 15

7 7 55 593 55 94 573 94

24

15 15 15 15 15 15 15 15 15

36 35 33 32 31 28 27 26

2,473

706 684 653 623 596 544 519 496 454

-6,000 -5,777 -4,864 -3,871 -3,501 -2,759 -1,094 -61 1,249

245

0 223 214 160 -357 118 240 -144 210 209

6,000 483 470 493 980 478 304 663 286

34

47 52 39 0 50 118 0 103 103

95 80 68 57 45 34 34 34

48

268 268 268 268 268 0 0 0 0

0 0 48 586 48 87 566 87

15

7 7 7 7 7 7 7 7 7

15 15 15 15 15 15 15 15

24

15 15 15 15 15 15 15 15 15

36 35 33 32 31 28 27 26

454

6,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,000 706 684 653 623 596 544 519 496

0

2,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,000 0 0 0 0 0 0 0 0

35年目 40年目

706 684 653 623 596 544 519 496 454

初期投資 1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

損益分岐点
総家賃収入と総費用の交差点以降が、運用期間を

通じた収入と支出をみて、純利益を生む期間

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000016.html


参考：レントロール（賃貸契約一覧）の例 
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レントロール（賃貸借契約一覧） 

〔貸室部分〕     作成時点：R3.9.1現在 

階
層 
間取り 

契約 
形式 

用途 賃借人 賃貸面積 
賃料 共益費 合計 保証金・敷金等 礼金等 

契約始期 現行契約期間 
月額 （単価） 月額 （単価） 月額 （単価） 総額 月数 総額 月数 

1 
1フロ
ア 

普通 店舗 法人A 65.50㎡ 483,000円 7,374円/㎡ 50,000円 763円/㎡ 533,000円 8,137円/㎡ 4,830,000円 10.0ヶ月 ― ― H28.6.1 R2.6.1 ～ R4.5.31 

2 
1フロ
ア 

定期 事務所 法人B 80.36㎡ 330,000円 4,107円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 391,000円 4,866円/㎡ 1,650,000円 5.0ヶ月 ― ― H29.9.1 H29.9.1 ～ R4.8.31 

3 
1フロ
ア 

定期 事務所 法人B 80.36㎡ 330,000円 4,107円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 391,000円 4,866円/㎡ 1,650,000円 5.0ヶ月 ― ― H29.9.1 H29.9.1 ～ R4.8.31 

4 
1フロ
ア 

普通 事務所 法人C 80.36㎡ 285,000円 3,547円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 346,000円 4,306円/㎡ 1,425,000円 5.0ヶ月 ― ― H27.3.1 R3.3.1 ～ R5.2.28 

5 
1フロ
ア 

普通 事務所 法人D 80.36㎡ 300,000円 3,733円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 361,000円 4,492円/㎡ 1,500,000円 5.0ヶ月 ― ― H26.12.1 R2.12.1 ～ R4.11.30 

6 
1フロ
ア 

普通 事務所 法人E 80.36㎡ 300,000円 3,733円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 361,000円 4,492円/㎡ 1,500,000円 5.0ヶ月 ― ― H28.5.1 R2.5.1 ～ R4.4.30 

7 
1フロ
ア 

普通 事務所 法人F 80.36㎡ 285,000円 3,547円/㎡ 61,000円 759円/㎡ 346,000円 4,306円/㎡ 1,425,000円 5.0ヶ月 ― ― R3.4.1 R3.4.1 ～ R5.3.31 

8 
1フロ
ア 

定期 
事務所 
居宅 

空室
（※） 

74.31㎡ 200,000円 2,691円/㎡ 34,000円 458円/㎡ 234,000円 3,149円/㎡ 1,000,000円 5.0ヶ月 ― ― 未定   ～   

合計 
621.97

㎡ 

2,513,000
円 

4,040円/㎡ 450,000円 724円/㎡ 
2,963,000

円 
4,764円/㎡ 14,980,000円           

（※）空室部分の賃料等は、募集賃料等を入力 

〔駐車場部分〕     

番
号 

区画番
号 

用途 賃借人 台数 月額賃料 合計 
保証金 
敷金 

月数 

1 なし － － 0台 0円 0円 0円 0.0ヶ月 

合計   0台 0円 0円 0円   



参考：国税庁HP「賃貸住宅の修繕・点検時期のセルフチェックシート」 
      https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000016.html 
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　　　建物をより長く快適な状態で使い続けるためには、定期的なメンテナンスや早めの修繕が必要です。
　　　一般的な耐用年数を踏まえ、建物や設備に、どのような点検が必要な時期なのか確認しましょう。
　　　また、建物や設備に気になる症状がある場合には、早めに管理会社や専門家に相談しましょう。

■建築年はいつですか？ 年 年

■こんな症状はありますか？

屋根、雨樋 ベランダ、階段廊下

雨漏りがある 鉄部（手すり、鉄骨階段）に錆や破損がある

塗装の劣化や破損、ずれがある あげ裏に漏水のシミがある

雨樋に歪みや破損がある 床に剥がれや浮き（隙間）がある

外壁 電気設備

壁面にひび割れやタイルの剥がれがある 配線の損傷やボックス類に錆や腐食がある

塗装面に触ると粉が手につく 基礎（土台）

シーリングに痩せや剥がれがある ひび割れや蟻道（土で盛られた道）がある

給湯・風呂釜 給水設備・排水管

お湯の温度が不安定、設定温度にならない 過去に水漏れがある、異音がする

水圧が弱い、水に着色がある 水の流れが悪い、異臭がする

外部建具（扉、雨戸等） 水回り（台所、風呂、トイレ）

開閉に支障がある 水の流れが悪い、異音がする

屋根、屋上 点検時期です

外壁 専門家に相談しましょう 電気設備 点検時期です

基礎（土台） 専門家に相談しましょう

給湯・風呂釜 点検時期です

外部建具 点検時期です 水回り 点検時期です

ベランダ、階段廊下

給水設備・排水管

賃貸住宅の修繕・点検時期のセルフチェックシート（入力例）

建築年(西暦) 1998 （築年数） 21

診　　断　　結　　果
～点検時期の目安～

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000016.html


第2章 不動産の時価算定 



2-1個人から法人への不動産の低額譲渡の税務 
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個人（売主） 

 譲渡価格 ＜ 時価 × 1/2 

 →みなし譲渡課税（所法59➀二,所令169） 

 譲渡価格 ≧ 時価 × 1/2 
 →同族会社の場合,行為計算否認リスクあり（所法157➀,所基通59-3） 

 
法人（買主） 

 時価 － 譲渡価格 ＝ 受贈益課税（法法22②） 

 
個人株主 

 同族会社の場合,株価増加額に対してみなし贈与課税リスクあり（相法9,相基通9-2） 

 
 

 
       時価で譲渡しないとトリプルパンチ課税リスクあり  



2-2 不動産の「価格の三面性」 
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価格 

費用性 

市場性 

収益性 

コストアプローチ 

それにどれほどの費用が投じられたものか 

マーケットアプローチ 
それがどれほどの価格で市場で取引されてい
るものか 

インカムアプローチ 
それを利用することでどれほどの収益が得ら
れるものか 



2-3 建物の譲渡時価算定（スキーム入口） 
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実務上考えられる建物譲渡時価の候補と価格の三面性の関係 

候補 
価格の三面性 

費用性 市場性 収益性 

➀B/S帳簿価額 ○ × × 

②定率法未償却残高 ○ × × 

③固定資産税評価額 ○ × × 

④不動産鑑定評価額 ○ △ ○ 



2-4 ➀ B/S帳簿価額 
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メリット 

 簡便法（手間と費用がかからない） 

 

 

 
デメリット 

 当初の取得価額や減価償却費の計算ミスがあると使い物にならない 

 （税理士をつけずに自分で申告,相続で引き継いだ,非業務用から貸家に転用した・・・） 

 築古物件の場合,建築時と現在で建築費水準が異なる。 
→あまり古いと建築費指数で時点修正するのも困難で説得力が低い 

 過去の資本的支出の反映が漏れやすい 

→過小評価リスクあり（帳簿価額＜時価） 

 経年減価以外の物理的減価,機能的減価,経済的減価（市場性減価）を反映できない 
→過大評価リスクあり（帳簿価額＞時価） 



2-5 ② 定率法未償却残高 
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建物時価＝再取得価額－減価償却費（定率法or旧定率法） 
メリット 

 簡便法（手間と費用がかからない） 
 法基通9-1-19を準用した方法 

 
デメリット 

 再取得価額（譲渡時の新築コスト）の査定がそもそも難しい 
→一級建築士等に外注又は類似建物の新築コスト事例を収集して比準する必要あり 

 築古物件の場合,建築時と現在で建築費水準が異なる 

→再取得価額として当初取得価額をそのまま採用できない 

→あまり古いと建築費指数で時点修正するのも困難で説得力が低い 

 過去の資本的支出を反映するのが難しい 

→過小評価リスクあり（定率法未償却残高＜時価） 

 経年減価以外の物理的減価,機能的減価,経済的減価（市場性減価）を反映できない 
→過大評価リスクあり（定率法未償却残高＞時価） 

 旧定率法か定率法かで選択の余地が生じる（恣意性が介入） 



参考：建築費指数の推移 
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出典：一般財団法人建設物価調査会HP「建設物価 指数グラフ（CRI Index Graph」 



参考：法基通9-1-19 
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9-1-19  減価償却資産の時価 

法人が、令第13条第1号から第7号まで《有形減価償却資産》に掲げる減価償却資産について次
に掲げる規定を適用する場合において、当該資産の価額につき当該資産の再取得価額を基礎と
してその取得の時からそれぞれ次に掲げる時まで旧定率法により償却を行ったものとした場合
に計算される未償却残額に相当する金額によっているときは、これを認める。 

 
（1）法第33条第2項《資産の評価換えによる評価損の損金算入》 当該事業年度終了の時 

（2）同条第4項《資産評定による評価損の損金算入》 令第68条の2第4項第1号再生計画認可
の決定等の事実が生じた場合の評価損の額に規定する当該再生計画認可の決定があった時 

 
（注） 定率法による未償却残額の方が旧定率法による未償却残額よりも適切に時価を反映する
ものである場合には、定率法によって差し支えない。 



2-6 ③ 固定資産税評価額 
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メリット 

 簡便法（手間と費用がかからない） 

 恣意性が介入しない 

 
デメリット 
 新築時の固定資産評価額は実際の建築費の約60％前後 

→築浅物件ほど,過小評価リスクあり（固評＜時価） 

 資本的支出（特に床面積の増加しないもの）が反映されていない 

→過小評価リスクあり（固評＜時価） 
 償却資産（特に外構工事,駐車場設備）が含まれていない 

→過小評価リスクあり（固評＜時価） 

 最終残価率（20％）問題（参考次ページ） 

→築古物件ほど,過大評価リスクあり（固評＞時価） 
 経年減価以外の物理的減価,機能的減価,経済的減価（市場性減価）を十分反映していない 

→過大評価リスクあり（固評＞時価） 



参考：固定資産税評価額の最終残価率20％問題 
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被控訴人は、評価基準が鉄筋コンクリート造店舗につき毎年1.6％ずつ50年にわたって減価し、
50年経過後の残価率を20％としていることについて、これは減価償却においては同種建物の
法定耐用年数が39年とされている現在の社会情勢にそぐわない旨主張する。しかしながら、
税法上の減価償却制度は、企業の資産償却を損金として処理することを認めるためのもので
ある。他方、評価基準は、一定の経過年数を超えた後の家屋の最終残価率を20％としている
が、これは家屋の財産的価値の評価をその物的価値と使用価値の両者に着目して行い、家屋
が家屋として所有されている以上、最小使用価値として20％は存するとの考えに基づくもの
であって、税法上の減価償却制度とは異なる観点から家屋の価値を評価するものであり、減
価償却における法定耐用年数と異なることをもって、評価基準の経過年数に応ずる減点補正
が不合理であるということはできない。 

出典：仙台高裁平成17年８月25日判決・平成16年（行コ）第11号 

裁判例 



2-7 ④ 不動産鑑定評価額 
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メリット 

 収益物件としての収益性を反映した収益価格が唯一把握できる 

 エビデンス（不動産鑑定評価書）が残る 

 

 
デメリット 

 鑑定費用がかかる 

→税務署提出用の鑑定評価は高いクオリティが求められるため,鑑定費用ケチって
鑑定評価基準に則らない価格等調査業務（簡易鑑定等）として依頼しないこと 

 不動産鑑定士の恣意性介入の余地 

→あらかじめ決めた価格ありきの鑑定評価依頼等,依頼者プレッシャーを不動産鑑
定士にかけないこと 



2-8 ケーススタディ（その1） 
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建物概要 

 群馬県太田市所在 

 貸倉庫兼事務所 

 S造１階建て,延床面積580㎡,築45年 

 賃借人：法人1社 
 家賃収入：360,000円/月（税抜） 

 
建物譲渡時価の候補 

 帳簿価額：1円✖ 
→収益性を反映していない 

 家賃収入と比較して明らかに低すぎる 

 固定資産税評価額：5,000,000円✖ 

→収益性を反映していない 
 最終残価率（20％）に達しておりこれ以上下がらない 

 不動産鑑定評価額：2,700,000円〇 

→収益価格と積算価格の乖離が小さくそれぞれ妥当と判断し、関連付けて決定 

100％ 

60％ 

20％ 

0％ 

簿価 

固評 

譲渡
時点 

鑑定 

価格水準 

時間 



2-8 ケーススタディ（その2） 
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建物概要 

 政令指定都市所在 

 賃貸マンション１棟 
 RC造6階建て,延床面積2,500㎡,築25年 

 住戸数：45戸 

 家賃収入：4,300,000円/月 

 高度地区施行前から存する既存不適格建築物 

 
建物譲渡時価の候補 

 帳簿価額：172,000,000円✖ 

 固定資産税評価額：162,000,000円✖ 

→収益性を反映していない 

 不動産鑑定評価額：208,000,000円〇 

→収益価格：677,000,000円 
 積算価格：607,000,000円（土地69.2％,建物30.8％） 

 収益価格を重視し,積算価格を参考に土地建物合計677,000,000円と決定 

 677,000,000円×30.8％（積算価格の建物比率）≒208,000,000円（建物価格） 

1F 

2F 

3F 

4F 

5F 

6F 

高度地区 

（15m地区） 



2-9 貸宅地の譲渡時価算定（スキーム出口） 
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土地（貸宅地） 

所有者：個人A 

建物（貸家） 

所有者：法人B 

借地権 

所有者：法人B 

ケース 
地主：個人A，借地人：法人B（同族会社） 

無償返還届出方式（賃貸借） 

法人Bはこの建物以外の収益物件も複数保有
しており、年々キャッシュが増えていること
もあり、今回個人Aから土地（貸宅地部分）
も購入することを検討している。 

土地（貸宅地）を個人地主Aが法人借地人B

に売却する際の貸宅地の譲渡時価は？ 



2-9 貸宅地の譲渡時価算定（スキーム出口） 
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実務上考えられる貸宅地の譲渡時価の候補 

 
➀ 相続税評価額÷0.8 

 
② 不動産鑑定評価額 



2-10 ➀ 相続税評価額÷0.8 
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メリット 

 簡便法（手間と費用がかからない） 

 

 
デメリット 

 仮にこれでやる場合、計算ミスに要注意！！ 

→借地人へ貸宅地譲渡→完全所有権が復活 

→地主の利用制限は解消・回復する→20％評価減はなし！！ 

  ✖ 譲渡時価 ＝（自用地評価額 ÷ 0.8）× 80％（20％評価減） 
  〇 譲渡時価 ＝ 自用地評価額 ÷ 0.8 

 
 自用地評価額÷0.8（推定更地価格）が時価とは限らない 

→都心部では地価公示価格を上回る水準での市場価格での土地取引もざら 
 例）商業地やマンション適地などの大規模画地は希少性が高く,大きく上回る 

   自用地評価額÷0.8≒地価公示価格＜＜市場価格 

貸宅地価額： 

自用地評価額×80％ 

（相当地代通達8） 

地主の利用制限：20％ 

借地権価額：0％ 

自
用
地
評
価
額 



2-11 ② 不動産鑑定評価額  
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メリット 
 無償返還届出書の提出された貸宅地を借地人である同族会社へ譲渡する際の時価算定
で,借地権価額を控除しない更地としての鑑定評価額を採用する裁決例あり 

 （平成29年6月27日非公開裁決 TAINS:F0-1-774） 

 エビデンス（不動産鑑定評価書）が残る 

 
 
デメリット 

 鑑定費用がかかる 

→税務署提出用の鑑定評価は高いクオリティが求められるため,鑑定費用ケチって鑑
定評価基準に則らない価格等調査業務（簡易鑑定等）として依頼しないこと 

 不動産鑑定士の恣意性介入の余地 

→あらかじめ決めた価格ありきの鑑定評価依頼等,依頼者プレッシャーを不動産鑑定
士にかけないこと 



第3章 借地権と届出 



3-1建物移転後の土地使用方法  
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借地権の認定課税を防ぐ方法 

 
➀ 権利金方式 

② 相当の地代方式（地代改定型） 

③ 相当の地代方式（地代固定型） 

④ 無償返還届出方式（賃貸借） 

⑤ 無償返還届出方式（使用貸借） 

⑥ 定期借地契約 



3-2 無償返還届出書の提出要件 
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① 借地権設定の際に権利金又は特別の経済的利益を授受していないこと 

→特に特別の経済的利益（無利息保証金・敷金の授受）がないように要注意 

 
② 土地賃貸借契約書上、無償返還条項が定められていること（以下具体例） 

（物件の返還） 
第〇条 乙は本契約が終了するときには，本物件を乙の負担において原状に復して甲
に返還しなければならない。 
２ 前項により乙が本物件を返還するに際しては，乙は立退料，補償金，その他名目
の如何を問わず甲に対して一切の請求をしないものとする。 

 
③ 届出書は、借地契約を締結した日を含む事業年度の確定申告期限までに提出すること 

 
④ 借地権の登記は避けること 

→借地権の登記をする行為は,将来借地権の主張をしない趣旨の無償返還方式になじま
ないとする解説あり 

   参考文献：渡辺淑夫・山本清次「法人税基本通達の疑問点（五訂版）」（ぎょうせい,平成24年9月）726-727項 

 



3-3 あえて無償返還届出書を出さないケース 
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スキーム入口の課税関係 

個人地主 
 みなし譲渡課税なし（所基通59-5） 

→借地権の設定は譲渡所得の基因となる資産の移転に該当しない 

法人借地人 
 借地権の認定課税（法法22②） 

<仕訳例> 

借地権 70 / 受贈益 70←繰越欠損金▲70により法人税等の課税なし 

個人株主 
 債務超過で純資産価額の増加がなければ,同族会社の株価増加額に対するみなし贈与課税リスク
（相法9,相基通9-2）もなし 

スキーム実施後のメリット 

 法人の会計上の債務超過解消（財務体質改善）につながる 
 法人に家賃収入が帰属し,損益改善につながる 

 個人地主の土地の相続税評価額は借地権価額を控除できる 

ケース 
 債務超過で繰越欠損金▲100を有する法人あり 

 個人地主,法人借地人で土地使用貸借契約 

 権利金の授受無し,相当の地代の支払なし,無償返還届出書の提出なし  



第4章 地代設定 



4-1 無償返還届出方式における地代の税務 
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法人借地人の法人税 
 実際の支払地代が損金算入 

 →支払地代100,相当の地代300の場合 

  差額地代200は免除となり,法基通13-1-7差額地代の認定課税なし 

個人地主の所得税 
 実際の受取地代について不動産所得課税（所法36） 

個人地主死亡時の相続税 
 貸宅地価額＝自用地評価額×80％（20％評価減）（相当地代通達8）を適用するには,

使用貸借ではなく賃貸借である必要がある 

→土地の固都税＜支払地代＜相当の地代 

 貸付事業用宅地等の特例を適用するには,地代は「相当の対価」である必要がある
（措令40の2➀） 

→土地の固都税＜支払地代（相当の対価）＜相当の地代（参考次ページ） 

ケース 
 個人地主,法人借地人で土地賃貸借契約 

 権利金の授受無し,相当の地代の支払なし,無償返還届出書の提出あり 

 支払地代はいくらに設定すべきか？ 



参考：貸付事業用宅地等の「相当の対価」の解釈 
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裁決 

そして、「相当の対価を得て」については、貸付け等の用に供している資産の賃貸料が、貸付
け等の用に供している資産の固定資産税その他の必要経費を回収した後において、相当の利益
を生ずるような対価を得ていることと解され、相当の対価を得ていたかどうかについては、相
続開始の直前において、相当の対価を現実に得ていたかどうかという客観的事実により判断す
るものと解される。 

出典：国税不服審判所HP 平成9年11月19日公表裁決 審判所の判断 

注意点 
 「相当の対価」と「相当の地代」は似て非なるものである 

宅地等又は建物等の貸付けで不動産貸付けたる「事業」に該当するものは、相当の対価により
継続的になされるものである。従って、上記における「無償」には、例えば、固定資産税その
他の必要経費をカバーする程度の相当の対価に至らない程度の対価の授受がある場合を含むも
のとする。 

出典：令和元年12月改訂版 相続税・贈与税関係 租税特別措置法通達逐条解説 57項注書き 

通達逐条解説 



4-2 地代算定方法 
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実務上考えられる地代の候補 

 
① 公租公課倍率法 

 
② 税務の「通常の地代」の算式 

 
③ 不動産鑑定評価額 



4-3 ➀ 公租公課倍率法 
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算式 

地代（年額）＝土地の固定資産税・都市計画税（年額） × 倍率 

 
メリット 

 一般公表物から平均倍率（相場）が把握できる場合あり（参考次ページ） 

 確実に利益のでる地代を設定でき，容易に使用貸借を回避できる 
 地代改定が容易である 

 手間と費用がからない 

 
デメリット 
 地代改定し忘れに注意 

→3年ごとの固都税改定のタイミング 

→特に建物用途変更（住宅↔非住宅）のタイミングは土地固都税が大きく増減する 



参考：東京都の支払地代の平均公租公課倍率 
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 東京都23区における支払地代の平均公租公課倍率・地域別 

 商業地系：4.37倍（89） 

 住宅地系：4.60倍（289）（カッコ内はデータ数） 
出典：「平成30年版 継続地代の実態調べ」（日税不動産鑑定士会） 

http://www.kanteinichizei.com/research01.htm 

 東京都全体における支払地代の平均公租公課倍率・建物用途別（カッコ内はデータ数） 

区部 市部 全体 

非住宅用地 住宅用地 非住宅用地 住宅用地 非住宅用地 住宅用地 

3.5倍
（97） 

4.2倍
（1,082） 

3.9倍
（21） 

4.3倍
（115） 

3.7倍
（118） 

4.3倍 

（1,197） 

出典：「第5回（平成30年度）継続地代の調査分析」（公益社団法人 東京不動産鑑定士協会） 

https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis 

http://www.kanteinichizei.com/research01.htm
https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis
https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis
https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis
https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis
https://www.tokyo-kanteishi.or.jp/jp/activity/research/survey-analysis


4-4 ② 税務の「通常の地代」の算式 
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算式 

地代（年額）＝相続税評価額過去3年平均×（1－借地権割合）×6％ 

 
メリット 

 簡便法（周辺地代相場が不明な場合でも使用可能） 

 相当地代通達の「通常の地代」を求める算式として税理士界隈では浸透してる 

 
デメリット 

 相続税評価額過去3年平均を算出する手間がかかる 

 （まれに）路線価図の借地権割合が変更される場合あり 
 地代改定し忘れに注意 

→3年ごとの固都税改定のタイミング 

→特に建物用途変更（住宅↔非住宅）のタイミングは土地固都税が大きく増減する 



4-5 ③ 不動産鑑定評価額 
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算式 
地代＝複数の試算賃料を関連づけて決定（参考次ページ） 

 
メリット 
 エビデンス（不動産鑑定評価書）が残る 

 
デメリット 

 「相当の地代」並みの高い地代が算定される場合あり（参考次ページ） 

 価格の鑑定評価よりも賃料の鑑定評価の方が鑑定報酬が高い 



参考：新規地代の鑑定評価方法 
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＜積算法＞ 

算式 

 積算賃料 ＝ 基礎価格 × 期待利回り ＋ 必要諸経費 

特徴 

 実務でよく用いられる手法で地主目線の新規地代 

 無償返還届出方式で権利金の授受なしの場合,基礎価格＝更地価格となり，以下
のように税務の「相当の地代」並みの高い地代が算出される 

<計算イメージ> 

積算賃料 ＝ 更地価格 × 5％（※）＋ 土地固都税（ ≒ 相当の地代） 

（※）期待利回りは周辺地価公示の土地還元利回り5％（仮）と同じと査定 

 
＜賃貸事業分析法＞ 

特徴 

 平成26年基準改正で新たに導入された手法 

 借地人目線の新規地代 
 借地人が家賃収入から負担し得る支払地代の上限値を意味する 

 税務の「相当の地代」並みの高い地代が算出される 



3-4 ケーススタディ（非住宅用地の地代） 
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土地概要 

 神奈川県横浜市●●●区所在 
 地上9階建ての店舗事務所ビルの敷地,地積260.00㎡ 

 商業地域（指定建蔽80％,指定容積500％） 

 借地権割合：70％ 

 更地価格：300,000,000円 

 相続税評価額3年平均：240,000,000円 

 土地の固都税：2,500,000円 

 対象不動産所在の●●●区の非住宅用地の平均公租公課倍率：2.4倍 

 
新規地代の候補（無償返還方式で権利金の授受無し） 

 公租公課倍率法による地代：6,000,000円/年（＝2,500,000円×2.4）〇 

 通常の地代：4,320,000円/年（＝240,000,000円×（1-0.7）×6％）  

→固都税の1.7倍と低め，所得移転効果あり〇，今後の固都税UPに注意 

 鑑定評価額：16,000,000円/年（＝300,000,000円×4.5％＋2,500,000円） 

→相当の地代並みに高すぎて所得移転効果小✖ 
参考：相当の地代＝14,400,000円/年（＝240,000,000円×6％） 



3-5 ケーススタディ（住宅用地の地代） 
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土地概要 

 神奈川県横浜市●●●区所在 

 地上2階建て戸建住宅の敷地,地積105.00㎡ 

 第一種低層住居専用地域（指定建蔽50％,指定容積100％） 

 借地権割合：60％ 

 更地価格：34,000,000円 

 相続税評価額3年平均：27,000,000円 

 土地の固都税：65,800円 

 対象不動産所在の●●●区の住宅用地の平均公租公課倍率：5.4倍 

 
新規地代の候補（無償返還方式で権利金の授受無し） 

 公租公課倍率法による地代：355,000円/年（≒65,800円×5.4）〇 
 通常の地代：648,000円/年（＝27,000,000円×（1-0.6）×6％） 

→固都税の9.8倍と高めで所得移転効果小✖ 

 鑑定評価額：1,430,000円/年（≒34,000,000円×4.0％＋65,800円） 
→相当の地代並みに高すぎで所得移転効果小✖ 

参考：相当の地代：1,620,000円/年（＝27,000,000円×6％） 



第5章 直近の税制改正 



5-1 令和2年度消費税法改正 
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居住用賃貸建物に対する仕入税額控除の制限 

改正背景 
 近年，作為的な金の売買を継続して行う等の手法により意図的に多額の課税売上げを計上し課
税売上割合を増加させることにより,賃貸マンション等の取得に係る消費税について,本来行わ
れるべきでない仕入税額控除による還付を受けたうえで課税売上割合が著しく変動した場合の
調整措置の適用を免れる事例が散見されていた 

 
改正概要（消法30⑩） 
 居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額については,仕入税額控除制度の適用を認めないこ
ととされた（消法30⑩） 

 
適用開始時期 

 令和2年10月1日以後の居住用賃貸建物の課税仕入れ等の税額について適用される 
 令和2年3月31日までに締結した契約に基づき令和2年10月1日以後に行われる居住用賃貸建物
の課税仕入れ等については適用されない（経過措置） 



5-1 令和2年度消費税法改正 

無断転載・複写禁止 45 

居住用賃貸建物に対する仕入税額控除の制限 

居住用賃貸建物の定義 
 要件➀②を満たすもの（消法30⑩） 

要件➀ 住宅の貸付の用に供しないことが明らかな建物以外の建物 

要件➁ 高額特定資産又は調整自己建設高額資産に該当するもの（税抜1,000万円以上） 

 
 賃貸用建物の種類別にみる要件➀（消基通11-7-1,11-7-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 要件②における付随費用の取扱い（消基通1-5-24） 

高額特定資産の判定において,付随費用（仲介手数用や事業供用費用等）は含まれない 

賃貸用建物の種類 要件➀ 

建物の全てが居住用の賃貸物件 〇 

建物の全てが事業用（店舗・事務所・倉庫・工場等）の賃貸物件 ✖ 

建物の1階が店舗・事務所で2階以上が居住用の複合用途の賃貸物件 〇 

取得時に用途未定の賃貸物件（※） 

（※）期末までに用途が明らかになった時はその用途で判定 
〇 



5－1 ケーススタディ 

無断転載・複写禁止 46 

ケース2 
 建物法人化として，個人Aは1階貸店舗・2階貸住戸の建物を2,000万円（税抜）で法人Bへ売
却した。床面積割合により建物取得価額を区分すると以下の通りである。 

  建物（2,000万円）→2階賃住戸部分（800万円）・1階貸店舗部分（1,200万円） 

 2階貸住戸部分は1,000万円未満（800万円）なので，仕入税額控除が制限される居住用賃貸
建物に当たらないと判断した。 

ケース1 
 建物法人化として，個人Aは賃貸アパートを1,500万円（税抜）で法人Bへ売却した。直近で
給排水設備・空調設備等の附属設備を大幅にリニューアルしたため附属設備部分の価値も
残っていると考え，建物鑑定を依頼した不動産鑑定士に建物価格を本体部分と附属設備部分
に以下の通り区分してもらった。 

  建物（1500万円）→本体部分（900万円）・附属設備部分（600万円） 

 建物本体部分は1,000万円未満（900万円）なので，仕入税額控除が制限される居住用賃貸建
物に当たらないと判断した。 



5-1 ケーススタディ 
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この判断は誤りである！！ 
 居住用賃貸建物の要件➀には,建物附属設備も含まれるので要注意！！（消法30⑩） 

要件➀ 住宅の貸付の用に供しないことが明らかな建物以外の建物（附属設備含む） 

要件➁ 高額特定資産又は調整自己建設高額資産に該当するもの（税抜1,000万円以上） 

 ケース1では，建物1500万円全てが居住用賃貸建物に該当 

 
あわせて売主個人Aの消費税計算，納税義務の判定（2年後）にも注意！！ 

ケース1 
 建物法人化として，個人Aは賃貸アパートを1,500万円（税抜）で法人Bへ売却した。直近で給排
水設備・空調設備をリニューアルしたため附属設備部分の価値も残っていると考え,建物鑑定を依
頼した不動産鑑定士に建物価格を本体部分と附属設備部分に以下の通り区分してもらった。 

  建物（1500万円）→本体部分（900万円）・附属設備部分（600万円） 

 建物本体部分は1,000万円未満（900万円）なので，仕入税額控除が制限される居住用賃貸建物
に当たらないと判断した。 



5－1 ケーススタディ 
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ケース2 
 建物法人化として，個人Aは1階貸店舗・2階貸住戸の建物を2,000万円（税抜）で法人Bへ売却
した。床面積割合により建物取得価額を区分すると以下の通りである。 

  建物（2,000万円）→2階賃住戸部分（800万円）・1階貸店舗部分（1,200万円） 

 2階貸住戸部分は1,000万円未満（800万円）なので，仕入税額控除が制限される居住用賃貸建
物に当たらないと判断した。 

この判断は誤りである！！ 
 複合用途の賃貸物件は，使用面積割合や建設原価割合等の合理的基準により区分できる取り扱
いあり（消令50の2➀,消基通11-7-3） 

 ただし，居住用賃貸建物の要件②1,000万円の判定は合理的区分後の居住用賃貸部分で行うの
ではない！！ 

 ケース2では,建物2,000万円（≧1,000万円）で居住用賃貸建物に該当する。ただし,合理的区
分により仕入税額控除が制限されるのは,2階賃貸住戸部分（800万円）とすることができる。 

 
あわせて売主個人Aの消費税計算，納税義務の判定（2年後）にも注意！！ 



5-1 令和2年度消費税法改正 
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居住用賃貸建物に対する仕入税額控除の制限 

資本的支出の取扱い 
 居住用賃貸建物に係る資本的支出も仕入税額控除の制限あり（消基通11-7-5） 

 ただし,以下の場合のように,資本的支出自体が居住用賃貸建物の課税仕入れ等に該当しなければ
仕入税額控除のい制限なし 

 ➀資本的支出自体が,税抜1,000万円未満で高額特定資産に該当しない場合 

 ②資本的支出自体が,住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物に対するものである場合 



5-2 平成30年度措置法改正 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

改正背景 
 過度な相続税節税対策に対する会計検査院からの指摘 

→相続開始前に貸付用不動産を購入（金融資産から不動産へ資産の組換え）し,相続税評価
額の圧縮＋小規模宅地等の特例（貸付事業用宅地等）も適用する相続税節税策が増加 

→相続税申告期限経過後短期間で小規模宅地等の特例の適用を受けた宅地等を譲渡してい
る事例も多いこと,譲渡している事例のうち貸付用不動産が多数を占めることが指摘 

 
改正概要（措法69の4③四） 
 原則的取扱い 

相続開始前3年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地等は貸付事業用宅地等から除く 

 例外的取扱い 

ただし,相続開始の日まで3年を超えて引き続き事業的規模の貸付事業（特定貸付事業）を
行っていた被相続人等の貸付事業の用に供された宅地等は貸付事業用宅地等に該当する 

 
適用開始時期 
 平成30年4月1日以後の相続又は遺贈から 

 平成30年4月1日~令和3年3月31日までの間の相続又は遺贈は一定の経過措置あり 



5-2 平成30年度措置法改正 
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原則的取扱いにおける「新たに貸付事業の用に供された宅地等」の意義・範囲 

 措基通69の4-24の3 

 「新たに貸付け事業の用に供された宅地等」とは以下➀又は➁の場合をいう。 

➀被相続人の貸付事業以外の用に供されていた宅地等が被相続人の貸付事業の用に供された場合 
②宅地等若しくはその上にある建物等につき「何らの利用がされていない場合」の当該宅地等が
被相続人の貸付事業の用に供された場合 

 
 令和元年改正 

被相続人が相続開始前3年以内に開始した相続又は遺贈により貸付事業の用に供されていた宅地等
を取得し,かつ,その取得の日以後当該宅地等を引き続き貸付事業の用に供した場合における当該宅
地等は,「新たに貸付事業の用に供された宅地等」には該当しないものとされた（措令40の2⑨⑳） 

貸付事業用宅地等の3年縛り 

例外的取扱いにおける被相続人の特定貸付事業を行っていた期間 

 特定貸付事業期間の通算（措令40の2㉑） 

被相続人の相続開始前3年以内に先代に相続開始があった場合,例外的に先代が特定貸付事業
の用に供していた期間を通算して判定できる 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

個人B 

相続開始 
個人Aから個人Bに収益物件
（土地建物）を売却（贈与） 

個人A 個人B 

貸家 

個人B 

個人B 

貸家 

個人B 

3年 

個人Aの貸付事業用の宅地から被相続人Bの貸付事業用の宅地に変更（変更原因：売買（贈与）） 

相続開始前3年以内に「新たに貸付事業の用に供された宅地」に該当する（措基通69の4-24の3） 

→例外的取扱いの適用がない限り,貸付事業用宅地等✖ 

貸家 

個人A 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

個人B 

相続開始 

個人A相続開始 

個人Aから個人Bが収益物件 

（土地建物）を相続により取得 

個人A 個人B 

貸家 

個人B 

個人B 

貸家 

個人B 

3年 

個人Aの貸付事業用の宅地から被相続人Bの貸付事業用の宅地に変更（変更原因：相続） 

相続開始前3年以内に「新たに貸付事業の用に供された宅地」に該当しない 

（令和元改正,措令40の2⑨⑳） 

→貸付事業用宅地等〇 

貸家 

個人A 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

個人A 

相続開始 

法人B建物建築 

建物賃貸開始 

土地賃貸借開始 

個人A 

遊休地（未利用地） 

個人A 

法人B 

貸家 

個人A 

法人B 

貸家 地代 地代 

3年 

被相続人Aの遊休地から被相続人Aの貸付事業用の宅地（貸宅地）に変更 

相続開始前3年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地に該当（措基通69の4-24の3） 

→例外的取扱いの適用がない限り,貸付事業用宅地等✖ 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

個人A 

相続開始 

個人Aから法人Bへ建物売却 

法人Bが貸家にリノベ 

建物賃貸開始 

土地賃貸借開始 

個人A 

空き家 

個人A 

個人A 

貸家 

法人B 

個人A 

貸家 

法人B 

          

地代 地代 

3年 

被相続人Aの空き家から被相続人Aの貸付事業用の宅地（貸宅地）に変更 

相続開始前3年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地に該当する（措基通69の4-24の3） 

→貸付事業用宅地等✖（例外の適用がない場合） 
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貸付事業用宅地等の3年縛り 

個人A 

相続開始 

個人Aから法人Bに建物売却 

法人Bが建物賃貸を継続 

土地賃貸借開始 

個人A 

個人A 

貸家 

個人A 

法人B 

貸家 

個人A 

法人B 

貸家 地代 地代 

3年 

被相続人Aの貸付事業用の宅地（貸家の敷地）から被相続人Aの貸付事業用の宅地（貸宅地）に変更 

（変更原因：売買） 

→通達・国税庁質疑応答等に記載なし（以下私見） 

→「新たに貸付事業の用に供された宅地」には該当しないと解される（措基通69の4-24の3） 

→貸付事業用宅地等〇（事業承継要件,保有継続要件は満たす前提） 
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≪略歴≫ 
 1985年（昭和60年）生まれ、群馬県沼田市出身 
 早稲田大学理工学部応用科学科・同大学院卒 

在学中に気象予報士試験に合格 
 平成22年 IT系上場企業入社 

経理財務部にて会計監査対応含む経理実務全般を経験 
 平成24年 税理士法人トーマツ（現デロイトトーマツ税理士法人）高崎事務所
に入社 
東証1部上場企業含む法人税務顧問、税務調査対応、組織再編、IPO支援、
M&Aの税務DD業務、税制改正セミナー講師、財産評価を中心とした資産税
実務を経験。 

 平成30年７月 税理士として独立開業（浦和支部所属） 
 令和３年４月 不動産鑑定士としても開業（埼玉県知事登録） 

 
≪井上幹康税理士不動産鑑定士事務所≫ 
〒338-0001 埼玉県さいたま市中央区上落合２－３－２ＭＩＯ新都心６２１号 
事務所HP：http://mikiyasuzeirishi.com/ 
E-mail：mikiyasu30@icloud.com 

 
≪得意分野≫ 
 非上場企業の株価評価、事業承継コンサルティング 

 不動産評価、不動産関連コンサルティング 
 各種セミナー講師 

http://mikiyasuzeirishi.com/

